
平
成
２
８
年
（
２
０
１
６
年
）
７
月

 
 

 
 

 
弁

 護
 士

 
池

 
田

 
崇

 
志

 

※
 
報
告
者
は
，
法
務
省
よ
り
受
託
し
た
「
法
曹
有
資
格
者
の
海
外
展
開
を
促
進
す
る

 
 
方
策
を
検
討
す
る
た
め
の
調
査
研
究
」
に
従
事
し
，
平
成
２
６
年
（
２
０
１
４
年
）
４
月
よ
り

 
 
２
年
間
，
タ
イ
王
国
に
駐
在
し
た
。
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１

 
タ
イ
王
国

の
概

要
 

①
 国

土
面

積
 

 
 

 
 5

13
,1

00
㎢

 

②
 人

口
 

 
 

 
 6

79
6万

人
 

③
 政

治
体
制

 
 

 
 

 立
憲
君
主
制

 

④
宗

教
 

 
 

 
 仏

教
（
上
座
仏
教
）

 

⑤
 一

人
当
た
り
国
民
所
得

 
 

 （
Ｇ
Ｎ
Ｉ）

 
 

 
  

5,
74

2.
28

米
国
ド
ル

 
 

 
 

 ＝
「
中
進
国
」
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２

 
タ
イ
王
国

の
近

況
 

経
 
済

 
政

 
治

 
社

 
会

 
・
 
法

 
律

 

１
９
８
５

 
プ
ラ
ザ
合
意

 
 
⇒
円
高
：
日
系
企
業
進
出

 
 １
９
９
７

 
通
貨
危
機

 
     ２
０
０
８

 
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク

 
    ２
０
１
５

 
Ａ
Ｅ
Ｃ
発
足

 

       ２
０
０
６

 
軍
事
ク
ー
デ
タ
ー

 
 

 
 
（
タ
ク
シ
ン
政
権
打
倒
）

 
 ２
０
１
０

 
政
府
系
対
反
政
府
系

 
 

 
 

 
衝
突

 
 ２
０
１
４

 
軍
事
ク
ー
デ
タ
ー

 
 

 
 
（
イ
ン
ラ
ッ
ク
政
権
打
倒
）

 

   １
９
９
７

 
憲
法

 
    ２
０
０
７

 
新
憲
法

 
  ２
０
１
１

 
大
洪
水

 
 ２
０
１
４

 
暫
定
憲
法
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３

 
投
資

と
ビ
ジ
ネ
ス
法

令
 

 
（
１
）
製
造
業
・
・
・
・
・
・
・
投

資
奨

励
法

に
よ
り

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
（
内
外
企
業
を
問
わ
ず
）
奨

励
 

 
 

 
①

 
タ
イ
投

資
委

員
会

（
Ｂ
Ｏ
Ｉ）
＋
工

業
団
地

公
社
（
ＩＥ
Ａ
Ｔ
）

 

 
 

 
 
②

 
ゾ
ー
ン
制

度
 
⇒

 
貢

献
度

に
応

じ
恩

典
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

   
   

 
（
変
化

）
 

 
（
２
）
非

製
造
業
・
・
・
・
・
外
国
人
事
業
法
・
外
国
人

就
労

法
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
に
よ
り
規
制

 
 

 
 
①

 
と
く
に
サ

ー
ビ
ス
業

は
全

面
的
に
規

制
 

 
 

 
 
②

 
名

板
貸

し
（
ノ
ミ
ニ
ー
）
の

問
題
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４

 
奨
励

 
⇒

 
製
造

業
を
中

心
に

 
 

 
 

 
 

 
 
・
・
・
・
・
 
投
資
奨
励
法
に
よ
る

 

  
①

 
タ
イ
投
資
委
員
会
（
Ｂ
Ｏ
Ｉ）

 

 
 

 
 

 
 
＋

 

 
 

 
工
業
団
地
公
社
（
ＩＥ
Ａ
Ｔ
）
 

 
②

 
ゾ
ー
ン
制
度
・
・
・
・
・
・
 
「
国
土
の
均
衡
あ
る
発
展
」
 

 
 

 
 

 
 
↓

 
２
０
１
４
年
ク
ー
デ
タ
ー
（
臨
時
政
府
）
 

 
 

 
貢
献
性
重
視
・
・
・
・
・
 
タ
イ
の
経
済
発
展
に
寄
与
す
る

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
業
種
・
企
業

 

 
 

※
 
製
造
業
で
も
合

弁
事
業
と
す
る
メ
リ
ッ
ト
あ
り

 

 
 

 
 

 
 

 
例

 
現
地
企
業
の
販
路
を
利
用
す
る
場

合
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５

 
規
制

 
⇒

 
非
製

造
業

を
中

心
に

 
 
「
外
国
人
」
・
「
外
国

法
人
」
に
対

す
る
規

制
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 ・
・
・
・
・
 
資

本
の

過
半

数
が

外
国

人
・外

国
法
人
の
会
社

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・
 
第
１
種

 
特

別
な
理

由
に
よ
り
禁

止
（例

 
テ
レ
ビ
，
ラ
ジ
オ
）
 

 
 

 
 

 
規

 制
  

 
・
 
第
２
種

 
国

の
安

全
・
保

安
に
関

す
る
（
例

 
銃
の
製
造
販
売
）
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
・
 
第
３
種

 
「
外

国
人

」
と
の

競
争
力

が
ま
だ
つ
い
て
い
な
い
業
種

 

 
①

 
と
く
に
サ

ー
ビ
ス
業

は
第

３
種
に
よ
り
ほ

ぼ
全

面
的
に
規

制
 

 
 
＝

 合
弁
事

業
の

必
要

性
 

 
②

 
名
板
貸
し
（
ノ
ミ
ニ
ー
）
の
利

用
 

 
 

 
 
縁
故
者
に
頼

る
 
⇒

 
ト
ラ
ブ
ル

の
源

 

 
 

 
 
洗
練
さ
れ
た
形

  
⇒

 
ト
ラ
ブ
ル

回
避

 
⇔

 
そ
れ

で
も
紛

争
 

 
 

※
 
日
本
の
法

曹
有

資
格

者
が

な
し
得

る
の

も
サ

ー
ビ
ス
業

 

【資料１】



 
６

 
外
弁

規
制

 

 
①

 
外
国
人
事
業
法

 

 
 

 
 

 
第

３
種

 
・
・
・
・
・
 
「
法
律
サ
ー
ビ
ス
」
 

 
 

 
 

 
⇒

 
外
国
人
で
あ
る
日
本
の
法
律
事
務
所
は
、

×
 

  
②

 
外
国
人
就
労
法

 

 
 

 
 

 
３
９
業
種

 
・
・
・
・
・
 
（
３
９
）
法
律
、
訴
訟
に
関
す
る
業
務

 

 
 

 
 

 
⇒

 
外
国
人
で
あ
る
日
本
人
弁
護
士
は
、

×
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７

 
日
本

の
企

業
が

直
面

す
る
課

題
①
～
⑤

 
 
①

 
タ
イ
へ
進
出
す
る
形
式

 

 
 

 
 

 
 
・
 
駐

在
事
務
所
か
法
人
か

 

 
 

 
 

 
 
・
 
現

地
企
業
か
日
本
企
業
か

 

 
②

 
ビ
ザ
及

び
ワ
ー
ク
パ

ー
ミ
ッ
ト
の
問
題

 

 
 

 
 

 
 
・
 
ビ
ザ

 

 
 

 
 

 
 
・
 
ワ
ー
ク
パ
ー
ミ
ッ
ト

 
＝

 
１
：
４
の
原
則

 

 
③

 
名
義
貸

し
（
ノ
ミ
ニ
ー
）
 

 
 

 
 

 
 
・
 
と
く
に
サ
ー
ビ
ス
業

 

 
 

 
 

 
 
・
 
問
題
回
避
の
方
法

 

 
④

 
会
社
の
実

際
の
運
営

 

 
 

 
 

 
 
・
 
代
表
者
の
サ
イ
ン

 

 
 

 
 

 
 
・
 
株
主
訴
訟

 

 
⑤

 
Ｂ
Ｏ
Ｉや

ＩＥ
Ａ
Ｔ
の
承
認
手
続
と
恩
典
手

続
 

 
 

 
 

 
 
・
 
タ
イ
投

資
委
員
会
（
Ｂ
Ｏ
Ｉ）

 

 
 

 
 

 
 
・
 
工
業
団
地
公
社
（
ＩＥ
Ａ
Ｔ
）
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８

 
日
本

の
企

業
が

直
面

す
る
課

題
⑥
～
⑩

 
 
⑥

 
労
務
管
理

 
 

 
 

 
 

 
・
 
タ
イ
の
労
働
法
制

 
 

 
 

 
 

 
・
 
派
遣
労
働
者
の
扱
い

 
 
⑦

 
税
関
と
税
務
（
行

政
手
続
）
 

 
 

 
 

 
 
・
 
税

関
 
＝

 
刑
罰
に
直
結

 
 

 
 

 
 

 
・
 
税
務

 
＝

 
遡

及
的
追
徴

 
 
⑧

 
知
的
財
産
権

 
 

 
 

 
 

 
・
 
タ
イ
の

知
的
財
産
制
度

 
 

 
 

 
 

 
・
 
海

賊
版
の
取
り
締
ま
り

 
 
⑨

 
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
・
ビ
ジ
ネ
ス

 
 

 
 

 
 

 
・
 
契

約
書
の
作
成

 
 

 
 

 
 

 
・
 
撤

退
す
る
場
合

 
 
⑩

 
各
種
契
約
書
の
作
成

 
 

 
 

 
 

 
・
 
言
語
・
準

拠
法
・
合
意
管
轄
の
規
定

 
 

 
 

 
 

 
 
※

 
製
造
業
と
非
製
造
業
で
は
，
法
的
支
援

の
ニ
ー
ズ
の
内
容

に
相

違
が

あ
る
。
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９

 
日
本

の
法

曹
有

資
格

者
が

な
し
得
る
こ
と

 

 
 
（
１
）
 
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ

 

 
 

 
①

 
タ
イ
へ

進
出

す
る
形
式

 

 
 

 
②

 
ビ
ザ
及

び
ワ
ー
ク
パ
ー
ミ
ッ
ト
の

問
題

 

 
 

 
③

 
名
義

貸
し
（
ノ
ミ
ニ
ー
）
 

 
 

 
④

 
会
社
の

実
際

の
運

営
 

 
 

 
⑤

 
Ｂ
Ｏ
Ｉや

ＩＥ
Ａ
Ｔ
の

承
認

と
恩

典
手

続
 

 
 

 
⑥

 
労
務

管
理

 

 
 

 
⑦

 
税
関

と
税

務
（
行
政

手
続

） 

 
 

 
⑧

 
知
的

財
産

権
 

 
 

 
⑨

 
パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
・
ビ
ジ
ネ
ス

 

 
 

 
⑩

 
各
種

契
約

書
の

作
成

 

 
（
２
）
 
商
事
仲
裁

で
の
関

与
 

 
 

 
 
：
 タ

イ
王

国
は

ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
条

約
の

締
結

国
 

 
 

  
 
日

本
の
企
業
が

 
 

 
タ
イ
王

国
内
で

 
←

 直
面
す
る
課
題
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１
０

 
直

面
す
る
課

題
の

傾
向

 

①
 
Ｂ
Ｏ
Ｉや

ＩＥ
Ａ
Ｔ
な
ど
、
政

府
を
相
手
方

と
す
る
交

渉
に
お
け
る
問

題
が

多
い
。

 
 

 
→

 
タ
イ
語

の
使
用
が
不
可
欠

 
 ②

 
法
律
は
タ
イ
語

で
書
か
れ
、
翻
訳
は
な
い
こ
と
が
多

く
、
規

定
内

容
が

明
確

で
 

 
な
い
場
合
が

多
い
。

 
→

 
予
測
可
能
性
が
低
い

 
 ③

 
税
関
や
税
務
な
ど
の
行
政
手
続
で
担
当
官

の
裁
量

の
幅
が

広
く
、
恣

意
的

な
 

 
運
用
が
な
さ
れ
る
こ
と
が
あ
る
。

 
→

 
賄
賂
の
存
在

 
 ④

 
法
律
は
存
在
す
る
が
、
下

位
法
や
独
立
規
範

に
よ
り
、
事

実
上

骨
抜

き
に
さ
れ

 
 
る
場
合
が
あ
る
。

 
→

 
法

秩
序
の
構
造
が
不
明
確
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１
１

 
商

事
仲

裁
裁

判
 

 
①

 
タ
イ
は
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
条
約
の
締
約
国

 

 
 

 
→

 
日
本
，
タ
イ
，
第
三
国
（
例

 
シ
ン
ガ
ポ
ー
ル
）
で
仲
裁
可

 

 
 

 
→

 
合
意
管
轄
に
商
事
仲
裁
裁
判
所
を

 

  
②

 
仲
裁
裁
判
に
は
外
国
人
弁
護
士
も
関
与
で
き
る

 

 
 

 
×

 
外
国
人
弁
護
士
は
，
タ
イ
の
国
内
裁
判
に
関
与
で
き
な
い

 

 
 

 
〇

 
仲
裁
裁
判
で
あ
れ

ば
，
外
国
人
（
日
本
人
）
弁
護

士
も
関
与
で
き
る

 

  
③

 
ニ
ュ
ー
ヨ
ー
ク
条
約
の
先
進
性
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１
２

 
提

案
し
た
い
対

応
策

 

 
＜
法
曹
有
資
格
者
が
な
し
得
る
こ
と
＞

 
 

 
 

 
＜
実
践
的
活
動
＞

 

  
①

 
コ
ン
サ

ル
テ
ィ
ン
グ

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 
②

 
無
料
法

律
相
談
を
実
施

 

  
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

  
④

 
商
事
仲
裁
裁
判

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 ③

 
合
意
管

轄
を
商
事
仲
裁

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
裁
判
所
に
推
奨

 
・
 

Th
ai

 A
rb

itr
at

io
n 

In
st

itu
te

 (T
AI

) 
・
 

O
ffi

ce
 o

f t
he

 A
rb

itr
at

io
n 

Tr
ib

un
al

 
   

of
 th

e 
Bo

ar
d 

of
 T

ra
de

 o
f T

ha
ila

nd
 (B

O
T)
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